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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第82期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

３ １株当たり純資産額は、発行済株式総数から自己株式数を控除して算定しております。又、１株当たり当期

純利益金額は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除して算定しております。  

４ 第79期及び第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1) 連結経営指標等 

売上高 百万円 402,131 484,585 625,579 966,764 1,132,372

経常利益 〃 27,811 54,486 99,716 205,285 217,866

当期純利益 〃 19,882 37,017 62,800 126,054 137,808

純資産額 〃 253,071 283,897 373,752 528,921 640,345

総資産額 〃 517,930 573,925 772,562 929,208 1,091,716

１株当たり純資産額 円 443.29 497.57 654.15 859.82 1,017.96

１株当たり 
当期純利益金額 

〃 34.76 64.77 109.96 220.49 238.13

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

〃 ― ― 108.87 213.67 231.50

自己資本比率 ％ 48.9 49.5 48.4 53.4 54.0

自己資本利益率 〃 8.35 13.79 19.10 28.99 25.39

株価収益率 倍 21.69 12.46 14.93 10.32 7.79

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 32,324 40,150 70,772 95,985 157,383

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △17,448 △31,725 △102,384 △77,429 △126,413

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △9,293 6,097 28,723 △10,073 55,727

現金及び現金同等物 
の期末残高 

〃 19,304 34,785 34,250 44,333 132,475

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

人
8,187
[398]

8,646
[588]

9,066
[449]

9,551 
[479]

9,786
[568]
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(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第82期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

３ １株当たり純資産額は、発行済株式総数から自己株式数を控除して算定しております。又、１株当たり当期

純利益金額は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除して算定しております。 

４ 第79期及び第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

  

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(2) 提出会社の経営指標等 

売上高 百万円 291,480 354,594 482,558 792,391 946,762

経常利益 〃 18,224 33,210 70,188 146,907 146,013

当期純利益 〃 11,320 21,233 43,421 92,536 96,811

資本金 
(発行済株式総数) 

〃 
(千株)

88,355
(571,873)

88,355
(571,873)

88,906
(572,972)

91,821 
(578,791)

93,242
(581,628)

純資産額 百万円 216,725 233,435 290,998 375,275 434,009

総資産額 〃 406,989 450,083 553,968 652,458 760,402

１株当たり純資産額 円 379.62 409.11 509.28 650.75 749.28

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

〃 
(〃)

6.0
(―)

8.0
(―)

14.0
(―)

27.0 
(11.0)

30.0
(15.0)

１株当たり 
当期純利益金額 

〃 19.76 37.12 75.99 161.86 167.29

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

〃 ― ― 75.24 156.85 162.68

自己資本比率 ％ 53.3 51.9 52.5 57.5 57.1

自己資本利益率 〃 5.56 9.43 16.56 27.78 23.93

株価収益率 倍 38.16 21.74 21.61 14.06 11.09

配当性向 ％ 30.4 21.6 18.4 16.7 17.9

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

人
2,172
[139]

2,058
[128]

2,131
[121]

2,175 
[179]

2,184
[222]
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２ 【沿革】

天正18年 

(1590) 

住友家の業祖、蘇我理右衛門、京都において銅製錬、銅細工を開業。その後、銀・

銅を吹き分ける“南蛮吹き”の技術をもち、また鉱山の開発も手がける。 

元禄４年 

(1691) 

別子銅山の稼行開始。 

明治38年 四阪島に銅製錬所を新設。 

昭和２年７月 住友合資から別子鉱山、四阪島製錬所等を分離し、住友別子鉱山㈱を設立。 

昭和12年６月 住友別子鉱山㈱と住友炭礦㈱を合併して、住友鉱業㈱を設立。 

昭和14年11月 電気ニッケルの生産開始。 

昭和21年１月 社名を井華鉱業㈱と改称。 

昭和25年３月 井華鉱業㈱の金属部門をもって、別子鉱業㈱を設立し新発足。 

昭和25年６月 東京証券取引所市場第一部上場。 

昭和27年６月 社名を、別子鉱業㈱から住友金属鉱山㈱に改称。 

昭和31年９月 ㈱日向製錬所(現・連結子会社)を設立し、フェロニッケルの生産開始。 

昭和35年４月 東京電子金属㈱を設立し、エレクトロニクス材料の製造事業に進出。 

(昭和41年、当社に吸収合併され、電子金属事業部(現 電子事業本部)となる) 

昭和38年４月 シポレックス製造㈱を設立し、ALC(軽量気泡コンクリート)事業に進出。 

(平成元年、当社に吸収合併された) 

昭和39年７月 住鉱アイ・エス・ピー㈱を設立し、亜鉛・鉛の生産開始。 

(昭和55年、当社に吸収合併され、播磨事業所となる) 

昭和40年８月 市川市に中央研究所（現 市川研究所）建設。 

昭和42年９月 電子金属事業部(現 電子事業本部)青梅工場完成。 

昭和45年６月 新居浜ニッケル新工場完成。 

昭和46年２月 東予製錬所完成。 

昭和48年３月 別子鉱山、５月鴻之舞鉱山操業終結。 

昭和52年１月 住友金属鉱山シンガポール㈱(現 住友金属鉱山アジアパシフィック㈱、連結子会社)

を設立し、海外におけるエレクトロニクス材料の製造事業に進出。 

昭和52年２月 新居浜研究所設置。 

昭和56年８月 金属鉱業事業団の広域調査により、当社の鹿児島県菱刈鉱区に高品位の金鉱脈発見

される。 

昭和60年７月 菱刈鉱山、金鉱脈に到達。探鉱出鉱開始。 

昭和61年２月 住友金属鉱山アリゾナ㈱(現・連結子会社)へ出資。海外鉱山事業への進出ならびに

銅原料の安定確保。 

昭和63年７月 カナダのインコ社（現 ヴァーレ・インコ社）よりP.T.インターナショナルニッケル

インドネシア(現・関連会社)の株式を取得。ニッケル原料の安定確保。 

平成２年７月 ニューカレドニアのエタブリスモン バランド(現 フィゲスバル、関連会社)に資本

参加。 

平成４年１月 米国のフェルプス・ドッジ社（現 フリーポート・マクモラン・カッパー・アンド・

ゴールド社）が所有するカンデラリア銅鉱床(チリ)の開発プロジェクトに参加。 

平成７年９月 中国の金隆銅業有限公司(現・関連会社)に資本参加。 

平成９年２月 海外資源事業統括会社として住友金属鉱山アメリカ㈱(現・連結子会社)を設立。 

平成11年９月 住友金属鉱山シポレックス㈱(現・連結子会社)を設立。 

平成11年９月 ㈱ジェー・シー・オー(現・連結子会社)東海事業所において臨界事故発生。 

平成14年７月 三井金属鉱業株式会社と亜鉛製錬事業について提携し、合弁会社エム・エスジンク

㈱(現・関連会社)を設立。 

平成15年２月 同和鉱業株式会社と硫酸事業について提携し、合弁会社㈱アシッズ(現・関連会社)

を設立。 

平成17年４月 

  

フィリピンのパラワン島南部リオツバ地区においてコーラルベイ・プロジェクト

（低品位酸化ニッケル鉱の湿式処理（HPAL）プロジェクト）の商業生産開始。 
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平成17年４月 ニューカレドニアでインコ社（現 ヴァーレ・インコ社）が開発を推進しているゴ

ロ・ニッケルプロジェクト（HPAL法を用いたニッケル湿式製錬プロジェクト）に参

加。 

平成17年12月 

  

チリのオホス・デル・サラド社が探鉱権を所有するプンタ・デル・コブレ探鉱地区

(チリ)の銅探鉱プロジェクトに参加。 

平成18年２月 

平成18年11月 

米国アラスカ州ポゴ金鉱山生産開始。 

ペルーのセロ・ベルデ鉱山の硫化銅鉱床開発プロジェクトの生産開始。 
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平成19年６月28日

住友金属鉱山株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている住友金属鉱山株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、住友金属鉱山株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

業務執行社員 
指定社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

業務執行社員 
指定社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

業務執行社員 
指定社員

公認会計士  小  林  雅  彦  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



 

  

平成20年６月26日

住友金属鉱山株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている住友金属鉱山株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、住友金属鉱山株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

業務執行社員 
指定社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

業務執行社員 
指定社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

業務執行社員 
指定社員

公認会計士  小  林  雅  彦  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



 

  

平成19年６月28日

住友金属鉱山株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている住友金属鉱山株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、住友金属鉱山株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林  雅  彦  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



 

  

平成20年６月26日

住友金属鉱山株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている住友金属鉱山株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第83期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、住友金属鉱山株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  文  倉  辰  永  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林  雅  彦  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 




